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Ⅰ 事 業 報 告

１ 庶務の概要

（１）役員、評議員、中央漁場油濁被害等認定審査会委員に関する事項

①平成２１年度末現在役員（８名）

役 名 氏 名 就 任 年 月 日 現 職

理 事 長 服部 郁弘 平成20. 5.28 全国漁業協同組合連合会 代表理事会長

専務理事 櫻井 謙一 平成14. 7. 1 （常 勤）

理 事 椋田 哲史 平成20. 5.28 (社) 日本経済団体連合会 常務理事

々 安室 宏 平成13. 5.23 （財）千葉県漁業振興基金 理事長

々 上野 新作 平成17. 4.10 鹿児島県漁業協同組合連合会 代表理事会長

々 重 義行 平成21．4.10 (社) 大日本水産会 専務理事

監 事 半田 收 平成20. 3.11 （社）日本船主協会 常務理事

々 伊賀 久則 〃 全国漁業協同組合連合会 常任監事

②平成２１年度末現在評議員（１２名）

氏 名 就 任 年 月 日 現 職

波田野純一 平成20. 3.11 石油連盟 常務理事

久米 雄二 平成21.11. 5 電気事業連合会 専務理事

影山 幹雄 平成21. 3. 6 日本内航海運組合総連合会 理事長

井上 晃 平成15. 7.22 （社）日本船主協会 常務理事

宮原 邦之 平成13. 7. 1 全国漁業協同組合連合会 代表理事専務

千倉 睦男 平成14. 8.22 全国共済水産業協同組合連合会 代表理事専務

佐藤 正敏 平成16.10. 1 全国漁業共済組合連合会 専務理事

高江洲信一 平成21. 3. 6 漁船保険中央会 専務理事

山内 徹 〃 （財）中央漁業操業安全協会 専務理事

石渡 誠之 平成16.10. 1 全国海苔貝類漁業協同組合連合会 代表理事専務

山崎 英夫 平成21.11. 5 千葉県農林水産部水産局漁業資源課長

勝俣 亜生 〃 沖縄県農林水産部水産課長
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③平成２１年度末現在中央漁場油濁被害等認定審査会委員（１２名）

氏 名 就任年月日 所 属

西川 輝彦 平成 8. 1.19 石油連盟 参与

鵜沢 政晴 平成21. 7. 1 （社）日本鉄鋼連盟 技術・環境本部長

尾崎 誠 平成19. 7. 1 全国内航タンカー海運組合 常務理事

齋藤 顕彦 平成20. 7.31 （社）日本船主協会 総務部課長

中森 光征 平成16.10.15 （社）全国まき網漁業協会 専務理事

大森 敏弘 平成21. 7. 1 全国漁業協同組合連合会 漁政部長

清水 聡 平成19. 7. 1 全国海苔貝類漁業協同組合連合会

漁政総務部次長

石坂 和泉 平成16.10.13 全国漁業共済組合連合会 常務理事

成田 健治 昭和50. 3. 6 弁護士

中村 哲朗 平成17. 7. 1 々

笠 浩久 平成19. 7. 1 々

加藤 哲 平成20. 7.31 日本船主責任相互保険組合

損害調査部第３ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ

（２）職員に関する事項 平成２１年度末現在職員（定員７名、欠員２名）

氏 名 担当事務 備 考

高岡 良治 総務部 総務部長

村上 洽視 々 総務課長、経理課長兼務

井田 麻子 々 職員

欠 員 々

藤井 恭治 業務部 業務部長

欠 員 々 審査課長、指導課長兼務

中澤 俊佑 々 職員
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（３）重要な庶務、業務の事項

①理事会

開 催 年 月 日 議 事 事 項 結 果

第１回理事会 第１号議案 平成20年度事業報告､貸借対照表､正味 原案承認

平成21. 5.27 財産増減計算書及び財産目録について

第２号議案 中央漁場油濁被害等認定審査会委員の 々

委嘱について

第３号議案 千葉県漁場油濁被害等認定審査会委員 々

の委嘱について

第４号議案 防除・清掃事業の労務費等について 々

第２回理事会 第１号議案 評議員の交代について 原案選出

平成21.11. 5 第２号議案 職員給与の改定について 原案承認

第３回理事会 第１号議案 油濁被害防止対策費の一部国庫返納に 原案承認

平成22. 1. 8 ついて

第４回理事会 第１号議案 平成22年度事業計画、収支予算及び資 原案承認

平成22. 3.11 金計画について

第２号議案 役員報酬額について 々

②評議員会

開 催 年 月 日 議 事 事 項 結 果

第１回評議員会 第１号議案 平成20年度事業報告、貸借対照表、正味 原案了承

平成21. 5.27 財産増減計算書及び財産目録について

第２回評議員会 第１号議案 平成22年度事業計画、収支予算及び資金 原案了承

平成22. 3.11 計画について
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③監査及び検査

年 月 日 事 項

平成21. 5.19 平成20年度財務諸表について公認会計士の監査を受ける。

平成21. 5.21 平成20年度事業報告、貸借対照表、正味財産増減計算書、財

産目録及び収支計算書について監事の監査を受ける。

平成21.11.25 監督官庁の定期立入検査を受ける。

④登記事項

年 月 日 事 項

平成21. 4.21 理事及び目的の変更登記をする。

⑤中央漁場油濁被害等認定審査会

開催年月日 議 事 事 項 結 果

第１回中央審査会 (1)防除事業の労務費等の改定について 原案了承

平成２１． ５．２０ (2)千葉県富津市 （漁 業 被 害） 々

第２回中央審査会 鹿児島県西之表市 （防除・清掃） 原案了承

平成２１．１２．１１

第３回中央審査会 鹿児島県奄美市 （防除・清掃） 原案了承

平成２２． ３．２３

⑥千葉県漁場油濁被害等認定審査会(地方審査会)

開催年月日 議 事 事 項 結 果

平成２１． ５．１４ 千葉県富津市 （漁 業 被 害） 審 査
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⑦平成 21 年度主要経過 

年  月  日 事           項 

平成 2１.  4. 8 第７次平準化期間における拠出額の説明会 （コープビル会議室） 

  5. 12 日本財団による監査 

 5. 14 千葉県漁場油濁被害等認定審査会 （千葉県水産会館会議室） 

 5. 19 平成２０年度財務諸表の公認会計士監査 

 5. 20 第 1 回中央漁場油濁被害等認定審査会 （日本財団ビル会議室） 

 5. 21 平成２０年度事業報告書、貸借対照表等の監事監査  

 5. 27 第 1 回理事会及び第 1 回評議員会 （コープビル会議室） 

  6. 9 油汚染防除指導者養成講習会 （北海道紋別市） 

 6. 25 拠出団体への基金業務説明会 （コープビル会議室） 

  6. 29 油汚染防除指導者養成講習会 （千葉県千葉市） 

 7. 3 油汚染防除指導者養成講習会 （香川県高松市） 

  7. 17 簡易型流出油回収装置のＤＶＤ作成のための撮影（北海道網走市） 

  7. 24 油汚染防除指導者養成講習会 （静岡県伊東市） 

  8. 6 第 1 回漁場油濁被害対策専門家派遣事業検討委員会 （日本財団ビル会議室） 

  10. 2 油汚染防除指導者養成講習会 （北海道釧路市） 

 11. 5 第 2 回理事会 （コープビル会議室） 

  11. 10 油汚染防除指導者養成講習会 （北海道えりも町） 

  11. 19 拠出団体等漁業実態調査 

  11. 25 油汚染防除指導者養成講習会 （広島県尾道市） 

  11. 25 監督官庁による定期立入検査 

 11 27 油汚染防除指導者養成中央講習会 （日本財団ビル会議室） 

  12. 11 第 2 回中央漁場油濁被害等認定審査会 （コープビル会議室） 

平成 22. 1. 8 第 3 回理事会 （コープビル会議室） 

 1. 20 油汚染防除指導者養成講習会 （青森県青森市） 

  3. 2 油汚染防除指導者養成講習会 （愛媛県宇和島市） 

  3. 11 第 4 回理事会及び第 2 回評議員会 （コープビル会議室） 

  3. 23 第 3 回中央漁場油濁被害等認定審査会 （コープビル会議室） 

  3. 30 第 2 回漁場油濁被害対策専門家派遣事業検討委員会                          

     及び専門家研修会 （日本財団ビル会議室）          
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（４）許可、認可、承認、証明及び届出に関する事項

申請年月日 申 請 事 項 承認年月日 備 考

平成21. 5.11 理事及び目的の変更登記の届出

平成21. 6. 5 平成21年度事業計画、収支予算及び資金計 21. 6.24 承 認

画の承認申請

平成21. 6. 8 特定防除事業認定基準、漁場油濁被害等審

査会規程、繰越防除清掃費助成費取扱規程

及び会計規程の一部改正の届出

平成21. 6.23 平成20年度業務及び財産状況等の届出

平成22. 3.31 平成22年度漁場油濁被害対策事業実施計画 22. 4. 1 承 認

の承認申請

（５）国庫補助金に関する事項

（単位：円）

国庫補助金の目的 項 目 金 額 備 考

漁場油濁被害対策費補助金 １ 防除事業資金 636,376

２ 審査認定事業費 3,133,463

３ 一般管理費 48,436,644

４ 油濁被害防止対策費 16,539,000

５ 特定防除事業費 75,000,000

合 計 143,745,483
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（６）拠出金に関する事項

　①都道府県負担金
(単位：円）

都 道 府 県 金　額 備　考

北海道 105,000 平成 21 ． 8 ．20
青森県 63,000 平成 21 ． 8 ．17
岩手県 43,000 平成 21 ． 8 ．20
宮城県 58,000 平成 21 ． 8 ．11
秋田県 34,000 平成 21 ． 8 ．10
山形県 31,000 平成 21 ．11 ．18
福島県 46,000 平成 21 ． 8 ．31
茨城県 59,000 平成 21 ． 8 ．10
千葉県 122,000 平成 21 ． 8 ．12
東京都 105,000 平成 21 ． 8 ．28
神奈川県 58,000 平成 21 ． 8 ． 7
新潟県 41,000 平成 21 ． 8 ．13
富山県 34,000 平成 21 ． 8 ． 6
石川県 39,000 平成 21 ． 8 ．17
福井県 42,000 平成 21 ． 8 ．31
静岡県 54,000 平成 21 ． 8 ．12
愛知県 126,000 平成 21 ． 9 ．29
三重県 68,000 平成 21 ． 8 ．12
京都府 33,000 平成 21 ． 9 ． 1
大阪府 50,000 平成 21 ． 8 ． 7
兵庫県 108,000 平成 21 ．11 ．12
和歌山県 44,000 平成 21 ． 8 ．10
鳥取県 34,000 平成 21 ． 8 ．10
島根県 59,000 平成 21 ． 8 ．10
岡山県 61,000 平成 21 ． 8 ．31
広島県 83,000 平成 21 ． 8 ．31
山口県 95,000 平成 21 ． 8 ．12
徳島県 39,000 平成 21 ． 9 ． 8
香川県 115,000 平成 21 ． 8 ．27
愛媛県 119,000 平成 21 ． 8 ．18
高知県 50,000 平成 21 ． 8 ．13
福岡県 67,000 平成 21 ． 8 ．28
佐賀県 37,000 平成 21 ． 8 ．17
長崎県 129,000 平成 21 ． 8 ．11
大分県 63,000 平成 21 ． 8 ．21
熊本県 46,000 平成 21 ． 8 ．17
宮崎県 36,000 平成 21 ． 8 ． 7
鹿児島県 193,000 平成 21 ． 8 ．17
沖縄県 161,000 平成 21 ． 8 ．18
合　計 2,750,000

入 金 年 月 日
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②拠出団体拠出金

予算額 入金額 差　額 備　考
農　林 拠出団体拠出金 288,000 288,000 0
水産省 防除費・救済金預り金充当 1,053,000 1,053,000 0
関　係 計　① 1,341,000 1,341,000 0
経　済 拠出団体拠出金 2,614,000 2,232,000 382,000 (注）

産業省 防除費・救済金預り金充当 9,573,000 9,573,000 0
関　係 計　② 12,187,000 11,805,000 382,000
国　土 拠出団体拠出金 17,143,000 17,143,000 0
交通省 防除費・救済金預り金充当 1,829,000 1,829,000 0
関　係 計　③ 18,972,000 18,972,000 0

20,045,000 19,663,000 382,000
12,455,000 12,455,000 0
32,500,000 32,118,000 382,000

(注)　平成２２年４月５日入金済み

合計　（①＋②＋③）

(単位：円）
区　　分

拠出団体拠出金
防除費・救済金預り金充当

8



２ 事業の概要 

  

 平成２１年度事業計画に基づき、原因者不明の漁場油濁事故に対する漁業被害救済

事業及び防除・清掃事業、また、原因者は判明しているが、原因者による防除措置及

び清掃作業が行われないことにより、被害漁業者等が自ら漁場油濁の拡大の防止作業

及び汚染漁場の清掃作業を実施した場合、それらに要した費用の支弁を行うとともに

原因者による防除措置及び清掃作業は行われているが、漁場油濁の拡大の防止のため

漁業者が行った防除措置及び清掃作業に要した費用の総額のうち、船舶の所有者等の

責任の限度額を超えた費用の支弁を行う特定防除事業並びに漁場油濁の被害防止に関

する調査啓発事業等を実施した。 

  

（１）漁業被害救済事業 

  平成２１年度（４～３月）の漁場油濁事故のうち、漁業被害救済事業の対象とな

る油濁被害はなかったが、平成２１年２月に発生した千葉県富津地先のノリ養殖漁

場にＣ重油が流入したノリ被害について５月２０日に開催された中央漁場油濁被害

等認定審査会（以下「中央審査会」という）で慎重審議を行った。この審査結果を

受け被害額を認定し、支払備金として３，５００万円を計上した中から２，７９６

万円を支給した。 

 

（２）防除・清掃事業 

  平成２１年度（１～１２月）に防除・清掃事業の対象となった事故は２件で、防

除費用等の認定のため中央審査会を開催し、慎重審議を行った。この審査結果を受

け２件の防除費の額を認定し、被害漁業者に対して２５５万円の防除費の支弁を行

った。これは前年度に比べて、件数では４件の減少、金額で９０万円の減少であっ

た。発生時期と海域については、７月に鹿児島県西之表市、１２月に鹿児島県奄美

市であり、これらの漁場油濁事故に対し、漁業者等が沿岸漁場の磯根資源、養殖漁

場等への被害を未然に防止又は軽減するため、洋上で吸着マット等による油の回収、

海岸での漂着油の清掃、回収及び回収された油等の処理等を行うための防除・清掃

事業を実施した。 

 

（３）特定防除事業 

  平成２１年度（１～１２月）には特定防除事業の対象となる漁場油濁事故は発生

しなかった。 

 

（４）調査啓発事業 

 ア 油濁被害防止対策事業 

  油濁被害の未然防止や被害を最小限に食い止めることを目的として、これらに関

する調査研究及び漁業者等への指導等を引き続き実施した。漁業者等への指導等に

ついては、漁場油濁汚染防止啓発・指導者養成事業及び漁場油濁被害対策専門家派

遣事業を実施した。 
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漁場油濁対策専門家派遣事業の実施については、学識経験者で構成する検討委員

会等を設置して事業実施計画、実施結果等、事業全般について広範、かつ、専門的

見地から検討を行った。 

 

 （ア）漁場油濁汚染防止啓発・指導者養成事業 

  漁場油濁事故の被害未然防止や被害を最小限に食い止めるためには、地域の漁業

者が事故現場で速やかに対処することが極めて重要であることから、油汚染防除に

対処する現場の指導者を養成することを目的として、現場における実技指導等を含

め、油流出事故等に対処するため必要な基本的知識及び対応策について油汚染防除

指導者養成講習会として、北海道紋別市、千葉県千葉市、香川県高松市、静岡県伊

東市、北海道釧路市、北海道えりも町、広島県尾道市、青森県青森市、愛媛県宇和

島市の各地で９回の地方講習会を、東京で中央講習会（計１０回、北海道ほか７都

県）を開催した。 

また、油防除作業の基礎知識を普及させるため、パンフレット、ビデオ、油防除

マニュアル及び油濁基金だよりを活用し、油防除対応策の普及に努めた。 

 

 （イ）漁場油濁被害対策専門家派遣事業 

   油濁被害の拡大を防止するための初期における漁業者の的確な対応を確保するた

め、防除作業等の専門家３名を漁場油濁被害対策専門家（以下「専門家」という）

として委嘱し、漁業者に対し初期防除の指導を行っている。 

本年度は、北海道網走市、三重県御浜町、北海道中標津町、北海道松前町・上ノ

国町に油流出事故の対応について、計４回専門家を派遣し、指導を行った。 

また、専門家が現地で漁業への影響について判断するため漁業影響情報図の整備

(漁業権の更新情報)を引き続き行った。 

 

イ「油流出事故発生時における油回収方法の普及」事業 

    日本財団の助成により簡易型流出油回収装置を平成１９、２０年度に開発したこ

とを受け、今年度はその普及を図るためにマニュアルビデオの作製を行った。簡易型

流出油回収装置とはどういうもので、どのようにつくるのか、どう操作するのかを

より理解しやすくするために製作過程、操作方法(油を魚倉回収槽へ入れる一連の動

き)を映像化し、関係機関、漁連等に配布した。今後、油防除指導者養成講習会等で

活用し全国的な普及に努める。 

 

(５）防除費等配分状況の検査 

  防除・清掃事業等の円滑・適正な推進に資するため、前年度に支払われた防除費

の交付金が申請者である漁協において被害漁業者に迅速かつ適切に配分されたかに

ついて、当基金職員及び漁連等職員が検査・指導を３ヵ所で行った。 
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平成２１年度 漁場油濁被害救済実績 

 

１．被害発生状況 

（単位：円） 

漁業被害 

（４～３月） 

防除・清掃 

（１～１２月） 

特定防除 

（１～１２月） 件数 認 定 額 

件数 認 定 額 件数 認 定 額 件数 認 定 額 

2 2,545,505 － － 2 2,545,505 － －

 

２．都道府県別発生状況 

（単位：円） 

 

３．月別発生状況 

 

平成２１年 平成２２年  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 

合 

計 

漁業被害 

（４～３月） 
   － － － － － － － － － － － － 0 

防除・清掃 

（１～１２月） 
－ － － － － － 1 － － － － 1

 
  2 

特定防除 

（１～１２月） 
－ － － － － － － － － － － －    0 

 

漁業被害 

（４～３月） 

防除・清掃 

（１～１２月） 

特定防除 

（１～１２月） 

 

件数 認 定 額 

件数 認 定 額 件数 認 定 額 件数 認 定 額 

鹿児島 2 2，545，505 － － 2 2,545,505 － －

合 計 2 2，545，505 － － 2 2,545,505 － －

月別 

区分 

区分 

都道 

府県 
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（単位：円）

科　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ資産の部                                                                                 
　1．流動資産                                                                              
       現金 124,121 122,381 1,740
       預金 91,834,746 134,542,928 △ 42,708,182
       未収金 10,299,483 10,668,550 △ 369,067
       仮払金                        0 11,671 △ 11,671
       前払金 485,520 577,361 △ 91,841
     流動資産合計                       102,743,870 145,922,891 △ 43,179,021
　2．固定資産                                                                              
 　（１）基本財産                                                                          
　　　投資有価証券                      400,000,000 400,000,000 0
     基本財産合計                       400,000,000 400,000,000 0
 　（２）特定資産                                        
　　　　防除費準備預金 50,000,000 50,000,000 0
　　　　救済金準備預金 100,000,000 85,000,000 15,000,000
　　　　国防除清掃費助成資金造成預金 100,000,000 100,000,000 0
　　　　県防除清掃費助成資金造成預金 100,000,000 175,937,253 △ 75,937,253
　　　　特定防除事業預金 150,000,000 0 150,000,000
　　　　退職給付引当預金 913,375 94,700 818,675
　　　　事業運営積立預金 7,000,000 17,000,000 △ 10,000,000
　　　　漁場油濁被害防止対策積立預金 13,000,000 13,000,000 0
     特定資産合計 520,913,375 441,031,953 79,881,422
 　（３）その他固定資産                                   
　　　　什器備品 1,643,357 2,281,276 △ 637,919
　　　　借家敷金 2,327,895 2,327,895 0
　　　　普通財産投資有価証券 206,480 235,630 △ 29,150
     その他固定資産合計 4,177,732 4,844,801 △ 667,069
     固定資産合計 925,091,107 845,876,754 79,214,353
     資産合計 1,027,834,977 991,799,645 36,035,332
Ⅱ 負債の部                                   
　1．流動負債                                   
　　　　未払金 2,071,313 12,283,651 △ 10,212,338
　　　　防除費等預り金 82,077,523 80,338,990 1,738,533
　　　　預り金 610,783 706,969 △ 96,186
　　　　救済金支払備金 0 35,000,000 △ 35,000,000
      流動負債合計 84,759,619 128,329,610 △ 43,569,991
　2．固定負債                                   
　　　　防除費準備金 50,000,000 50,000,000 0
　　　　救済金準備金 100,000,000 85,000,000 15,000,000
　　　　国防除清掃費助成資金造成費 100,000,000 100,000,000 0
　　　　県防除清掃費助成資金造成費 100,000,000 175,937,253 △ 75,937,253
　　　　特定防除事業資金造成費 150,000,000 0 150,000,000
　　　　退職給付引当金 913,375 94,700 818,675
      固定負債合計 500,913,375 411,031,953 89,881,422
      負債合計 585,672,994 539,361,563 46,311,431
Ⅲ 正味財産の部                                   
　1．指定正味財産 400,000,000 400,000,000 0
      指定正味財産合計    400,000,000 400,000,000 0
　2．一般正味財産           42,161,983 52,438,082 △ 10,276,099
    正味財産合計    442,161,983 452,438,082 △ 10,276,099
    負債及び正味財産合計 1,027,834,977 991,799,645 36,035,332

Ⅱ　財　務　諸　表

貸　借　対　照　表

平成２２年３月３１日現在
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４．補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者，当期の増減額及び残高は，次のとおりである。

補助金等の名称

補助金
      漁場油濁被害対策費補助金

５．担保に供している資産
　　該当なし

６．固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

科　　目　
什　器　備　品

合　　計

７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額，時価及び評価損益は，次のとおりである。

科　　目　
利附農林債券第667号
利付国庫債券第259回

練馬区公債平成１８年度１回
北海道平成２０年度公募公債６回
共同発行市場公募地方債７０回
地方公共団体金融機構債１回

合　計

減価償却累計額 当期末残高取得価額

―

3,394,640
3,394,640

1,751,283
1,751,283

1,643,357
1,643,357

時　価 評価損益
10,000,000 46,000

50,206,480
40,000,000
50,000,000

帳簿価額

100,000,000
400,206,480

10,046,000
156,345,000
52,070,000
40,996,000
50,390,000

102,110,000
411,957,000

150,000,000 6,345,000
1,863,520

996,000
390,000

2,110,000
11,750,520

合　計
―143,745,483 143,745,483

― 143,745,483 143,745,483
農林水産省

交付者
前期末残
高

当期増加
額

―
―

貸借対照表上の記
載区分

当期減少
額

当期末残
高



科　　目 金　額
　２．固定負債                                                                                             
　　　　　防除費準備金                                  50,000,000                                   
　　　　　救済金準備金                                  100,000,000                                   
　　　　　国防除清掃費助成資金造成費                    100,000,000                                   
　　　　　県防除清掃費助成資金造成費 100,000,000                                   
　　　　　特定防除事業資金造成費 150,000,000
　　　　　退職給付引当金                                913,375                                   
      固定負債合計                                                       500,913,375                  
      負債合計                                                                            585,672,994
      正味財産合計                                                                        442,161,983
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３　特定防除事業 （単位：円）
科　目 予算額 決算額 差　異 備　考

Ⅰ　収入の部
　１．特定防除事業資金 150,000,000 150,000,000 0
　（１）国庫補助金 75,000,000 75,000,000 0
　（２）県防除清掃資金造成預金 75,000,000 75,000,000 0
　　　　取崩収入

　当期収入合計 150,000,000 150,000,000 0

　前期繰越収支差額 0 0 0

　収入合計（Ａ） 150,000,000 150,000,000 0

Ⅱ　支出の部
　１．特定防除事業費 150,000,000 150,000,000 0
　（１）特定防除費支出 150,000,000 0 150,000,000
　（２）特定防除資金繰入支出 0 150,000,000 △ 150,000,000

　当期支出合計（Ｂ） 150,000,000 150,000,000 0

　次期繰越収支差額（Ａ）－（Ｂ） 0 0 0
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Ⅲ 監 査 報 告

財団法人 漁場油濁被害救済基金定款第14条の規定に基づき、平成22年5月21日

理事長より提出された平成21年度事業報告書、貸借対照表、正味財産増減計算書、財産目

録及び収支計算書の監査を行いました。

その内容は、適正なものと認めます。

平成２２年５月２１日

財団法人 漁場油濁被害救済基金

監 事 半 田 收 ㊞

々 伊 賀 久 則 ㊞
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Ⅳ 事 業 報 告 書 附 属 明 細 表

（平成２２年３月３１日現在）
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（１）　流　動　資　産

①預金明細表
(単位：円）

取引金融機関の名称 区　分 金　額 備　考　
みずほ銀行 　　　神 田 支 店 普通預金 8,857,843

〃 定期預金 76,271,127
三菱東京UFJ銀行　神 田 支 店 普通預金 699,369
りそな銀行 　　　神 田 支 店 普通預金 1,109,948
八千代銀行 　　　神 田 支 店 普通預金 4,430,140
東京都信漁連     本　所 普通預金 466,319

普通預金 15,563,619
定期預金 76,271,127

合　計 91,834,746

②未収金明細表
（単位：円）

種　類 金　額 備　考
拠 出 団 体 拠 出 金 382,000 平成22年4月5日入金済み
国 庫 補 助 金 9,917,483 平成22年4月21日入金済み

合　計 10,299,483

③前払金明細表
（単位：円）

相　手　先 金　額 種　別 備　考
日本橋マスターリース（有） 485,520 借 室 料 平成22年4月分借室料

合　計 485,520

（２）　固　定　資　産　

①　基　本　財　産

ア．　投資有価証券明細表 （単位：円）
券面総額 取得価額

10,000,000 10,000,000
150,000,000 150,000,000
50,000,000 50,000,000
40,000,000 40,000,000
50,000,000 50,000,000
100,000,000 100,000,000
400,000,000 400,000,000

貸借対照表計上額 備　考
10,000,000 平成22年12月27日償還

150,000,000 平成26年 3月20日償還

50,000,000 平成29年 3月24日償還

40,000,000 平成30年 8月29日償還

50,000,000 平成31年 1月25日償還

100,000,000 平成31年 6月28日償還

400,000,000

②その他の固定資産明細表

ア．　借　家　敷　金 （単位：円）
相　手　先 期首残高 当期増加額 当期減少額

日本橋マスターリース（有） 2,327,895 0 0
合　計 2,327,895 0 0

期末残高 備　考
2,327,895
2,327,895

利附農林債券第667号

利付国庫債券第259回

練馬区公債平成１８年度１回

北海道平成２０年度公募公債６回

共同発行市場公募地方債７０回

銘　柄

計

合　計
地方公共団体金融機構債券１回
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イ．　固定資産明細表 （単位：円）
資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額
複合機 930,249 0 0
サーバー 517,956 0 0
テレビ 98,887 0 0
パソコン 324,483 0 0

ノートパソコン 234,912 0 0
プロジェクター 174,789 0 0

合　計 2,281,276 0 0

期末残高 減価償却引当金 差引期末残高 備　考
930,249 288,697 641,552
517,956 160,744 357,212
98,887 22,111 76,776

324,483 80,561 243,922
234,912 53,865 181,047
174,789 31,941 142,848

2,281,276 637,919 1,643,357

ウ．　特定預金明細表 　 （単位：円）
種　別 取引金融機関の名称 金　額 備　考　

防 除 費 準 備 預 金 東京都信漁連　本所 50,000,000
救 済 金 準 備 預 金 三菱東京UFJ銀行　神田支店 85,000,000

々 みずほ銀行　神田支店 15,000,000
国防除清掃費助成資金造成預金 りそな銀行　神田支店 100,000,000
県防除清掃費助成資金造成預金 〃 100,000,000
特 定 防 除 事 業 預 金 〃 150,000,000
退 職 給 付 引 当 預 金 〃 913,375
事 業 運 営 積 立 預 金 〃 7,000,000
漁場油濁被害防止対策積立預金 〃 13,000,000

520,913,375

（３）　流　動　負　債

①未払金明細表 （単位：円）
年　月　日 相手先 金額 備　考

平成22年3月31日 相川海運産業（株） 1,024,170
〃 （株）南西総合研究所 216,300
〃 （株）文秀堂 202,993
〃 （株）エクスパート 30,135
〃 八木橋ほか 505,369 アルバイト料（３月分）
〃 東京労働局 92,346 労働保険料

合　計 2,071,313

合　計
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②預り金明細表

ア （単位：円）
相　手　先 金　額 備考

神田税務署ほか 610,783 所得税等預り金
合 計 610,783

イ （単位：円）
種別 期首残高 当期増加額 当期減少額

(注1） （注２）
防除費預り金（拠出団体分） 22,295,556 12,438,694 12,096,097
    〃     （都 道 府 県 分） 18,510,630 6,233,624 3,062,747
防 除 費 預 り 金 合 計 40,806,186 18,672,318 15,158,844

(注1） （注２）
救 済 金 預 り 金 39,532,804 11,403,059 13,178,000

期末残高 備考

22,638,153
21,681,507
44,319,660

37,757,863

（注１） 当期増加額 預り金繰入 金利
防除費預り金（拠出団体分） 12,438,694= 12,347,247 + 91,447
救済金預り金 11,403,059= 11,262,805 + 140,254

（注２） 当期減少額
平成２１年度関係団体拠出金への充当分及び日本財団への返還分

（４）　固　定　負　債

①　準備金明細表 （単位：円）
種　別 期首残高 当期増加額 当期減少額

防除費準備金 50,000,000 0 0
救済金準備金 85,000,000 15,000,000 0

合　計 135,000,000 15,000,000 0

期末残高 備　考
50,000,000

100,000,000
150,000,000

②　防除清掃費助成資金造成費明細表 （単位：円）
種　別 期首残高 当期増加額 当期減少額

国防除清掃費助成資金造成費 100,000,000 0 0
県防除清掃費助成資金造成費 175,937,253 0 75,937,253

合　計 275,937,253 0 75,937,253

期末残高 備　考
100,000,000
100,000,000
200,000,000

③　特定防除事業資金造成費明細表 （単位：円）
種　別 期首残高 当期増加額 当期減少額

特定防除事業資金造成費 0 150,000,000 0
合　計 0 150,000,000 0

期末残高 備　考
150,000,000
150,000,000



④　引当金明細表 （単位：円）
種　別 期首残高 当期増加額 当期減少額

退職給付引当金 94,700 913,375 94,700
合　計 94,700 913,375 94,700

期末残高 備　考
913,375
913,375

（５）　指　定　正　味　財　産　明　細
種　別 金　額 備考

国庫補助金 127,164,000
都道府県負担金 110,600,000
漁業者団体拠出金 23,000,000
事業者団体拠出金 20,850,000
その他基本財産 118,386,000

合　計 400,000,000
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件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

昭和50年 18 161.4 7 143.2 11 18.3

51年 67 262.0 14 172.7 53 89.4

52年 87 178.1 14 73.6 73 104.5

53年 105 201.6 9 85.8 96 115.8

54年 87 366.5 12 222.7 75 143.8

55年 68 300.6 14 190.9 54 109.7

56年 75 394.5 17 285.2 58 109.3

57年 38 245.3 8 165.3 30 80.0

58年 46 241.6 6 106.7 40 134.9

59年 54 190.2 10 64.9 44 125.3

60年 51 397.6 10 305.8 41 91.9

61年 45 135.0 2 27.4 43 107.6

62年 42 103.1 2 39.7 40 63.4

63年 39 110.8 6 38.0 33 72.8

平成元年 40 140.7 7 79.4 33 61.3

2年 33 138.4 4 69.5 29 68.9

3年 34 124.7 3 61.7 31 63.1

4年 28 99.2 1 13.2 27 86.0

5年 18 40.7 2 7.7 16 33.0

6年 17 43.0 2 21.1 15 21.9

7年 26 59.8 3 21.7 23 38.1

8年 18 28.5 1 15.0 17 13.5

9年 24 85.3 5 25.3 19 60.0

10年 11 36.4 1 18.9 10 17.5

11年 13 38.6 0 0 13 38.6

12年 6 5.8 0 0 6 5.8

13年 7 3.3 1 1.4 6 1.9

14年 8 11.5 0 0 8 11.5

15年 17 38.0 1 10.9 16 27.1 0 0

16年 5 9.7 0 0 4 5.5 1 4.2

17年 4 3.3 0 0 4 3.3 0 0

18年 4 4.4 1 1.7 2 1.6 1 1.1

19年 7 16.5 0 0.0 6 3.0 1 13.4

　 　20年 7 31.4 1 28.0 6 3.4 0 0.0

　 　21年 2 2.5 0 0 2 2.5 0 0.0

合　計 1,151 4,250.1 164 2,297.2 984 1,934.2 3 18.7

平　均 32.9 121.4 4.7 65.6 28.1 55.3 0.4 2.7

(注)1 表示単位未満の端数は四捨五入した。従って、計と内訳とは一致しない場合がある。
　　2 特定防除事業は平成15年度より開始した。

２．年次別漁場油濁被害救済実績

特定防除
（１～１２月）

　　　　（単位：百万円）

　　区分
年次

合　計
漁業被害

（４～３月）
防除・清掃

（１～１２月）
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